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             パリ協定の核心 
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2℃ へのpathway 
       （Science Bsed Target） 
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排出ゼロ！ 

 

＜第4条：目標とビジョン＞ 

 

   、、、人為的な温室効果ガスの 

      排出と吸収源による均衡を達成する、、、 

 

   人為的排出ー人為的吸収＝人為的排出ゼロ 
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a game changer 
ー温暖化対応の基本理念が様変わった！ 

 

  「低炭素化（low-carbonization）」 から 

     

  「脱炭素化（de-carbonization）」  へ 

 

 ～「低」から「脱」への転換で、ゲームが変わる～ 
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新しい価値観が生まれた 

 

 

  ＜新しい価値観の誕生＞ 

 

      ・ＣＯ２を出すことは悪いことだ 

 

      ・ＣＯ２を出さないことは良いことだ 
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「低」と「脱」の大違い 

 

＜心構え／哲学の転換＞ 

 

 ①「できることをしよう」から、「やらねばならない 

   ことをやらねばならない」へ 

 

 ②”incremental change”から、 

   “transformational innovation”へ 
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        市民権を得たRE100% 
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今年中にもRE100%へ 

 

  2012年：業務用電力をRE100%化を公約 

 

  2017年：世界でRE100% を達成へ 

    世界最大のRE電力購入者、 

    2.6GWを調達 

    ＊3大陸5か国でRE開発事業／35億㌦の投資 
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４GWを目指す 

 

   

  2016年：世界23か国でRE100% を実現済み 

          （除く日本） 

  2020年：サプライチェーンで、４GWを獲得へ 

 

  安価、安定、安心の購入契約のメリット大 
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COP22、RE100%へ市民権 

 

 Climate Vulnerable Framework 

 

   ・モロッコなど、48か国が参加 

   ・RE100% の旗を掲げた 

 

 スウェーデン： 

   ・国レベルで炭素中立化 
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ＲＥ１００  

 2014年スタート： 

 

  業務で使用する電力は100%ＲＥで 

 

   IKEA、Ｓｔａｒｂｕｃｋｓ，ＷａｌＭａｒｔ，Ｎｉｋｅ、ＢＭＷ， 

   Ｃｏｃａ－Ｃｏｌａ， Ｇｏｏｇｌｅ、Apple、Unilever、 

   Bank of America, Swiss RE, Nestle, Microsoft, 

      P&G, novo nordisk,Tata Motors, 

      など84社 
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       始まったエネルギー市場の転換 
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Green energy overtakes coal as 

biggest source of power capacity 

2016年10月、Financial Times記事見出し 

 国際エネルギー機関（IEA）レポート 

 

  2015年、REの設備容量 

    153GW増加し、1,985GWとなり、 

    1,951GWの石炭を上回った 

 

 ～世界の発電市場でRE主導の転換が始まった～ 
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“World energy hits a turning point” 

ーBloomberg New Energy Finance 

 

＜2016年12月＞ 

 「太陽光が史上初新電力で最安となった」 
 

   中、印、ブラジルなど58か国の平均建設コスト 

    太陽光＝＄1.65million／GW 

    風力 ＝＄１．６６million／GW 
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太陽光が石炭を凌駕 

ーBloomberg New Energy Finance、２０１７．１．３ 

 

 「10年以内に、世界中で、太陽光が最も安価なコストに」 

 

  ・2009年以降で、▲62%のコストダウン 

  ・2016年：UAEで ￠3／ｋWh 

  ・サウジアラビアなどでは、よりコストダウンへ 

  ・容量が倍になるたびに▲20%のコストダウン 

  ・ゲームチェンジがニューノーマルへ 
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発電用化石燃料の頭打ち 

ー今年6月、Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇ Ｎｅｗ Ｅｎｅｒｇｙ Ｆｉｎａｎｃｅ 

 ・2025年頃：発電用の化石燃料への需要は 

  ピークアウトする 

 ・2027年頃：風力と太陽光の新設コストが石炭と 

  天然ガスの既存発電所の運転コストを下回る 

 ・2028年ごろ：蓄電池がユビキタスに 

 ・2030年代：風力／太陽光が最も安い電力に 

 ・2040年迄に：新規投資額、化石へは2.1兆㌦、 

  ＲＥへは7.8兆㌦ 
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石油関連株 下落の備えよ 

ーNIKKEI Asian Review、2017年1月 

  WWFHK、気候変動ファイナンスアドヴァイザー 

 

 ・各国政府が化石燃料の利用を抑える決意を示し 

  低炭素技術が発展していることを考えると、今後 

  化石燃料に依存する企業の価値が見直される 

  のは避けられない。  

  ・EV導入が急速に進む中国では、2020年後半までに、 

  日量100万バーレルの原油消費が他のエネルギーに 

  代替される 
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      the Tragedy of the Horizon 

2017年2月９日 パリ協定と脱炭素経済 19 



The Tragedy of the horizon 

M・カーニー英中銀総裁 

   Lloyd`s、Londonでのスピーチ（2015年秋） 

 

＜気候変動がもたらす3つのリスク＞ 

 

   物理的リスク：自然災害などの被害 

   賠償責任リスク  ：被害者からの訴え 

   移行リスク ：金融資産の価値喪失 
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年金基金が投資を引き揚げ 

2015年5月、ノルウエー国会が承認 

 政府年金基金（GPFG)： 

    運用資産約100兆円は世界第二位 

    石炭関連企業（製品／売り上げが３０％以上） 

    からdivest（投資を引きあげ) 

 

2015年10月、カリフォルニア州の新条例 

    CalPERS／CalSTRSも投資引き上げ 
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広がるダイベストメント（３５０.org） 
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                Science Based Target 
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Science Based Target Initiative 

「Climate Science」に沿った削減目標を設定 

CDP/WWF/WRI/UN Global Compact 

 Walmart: 

   自社内：2025年に2015年比▲18% 

  スコープ３：▲１０億㌧（15～30年） 
     ＜承認済み目標設定企業＞ 

     Coca-Cola, Diageo, 第一三共、Dell,PepsiCo 

     Pfizer, P&G, Sony, Walmart*など３２社 

    ＜コミット済み企業＞ 

     AXA, BT, Carrefour, 電通、ダイキン工業、 

     Nestle, 大成, 戸田, Unilever, など176社 
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貴社の投資は何度ですか？ 

-the 2℃ Investing Initiative（パリ、2012～） 

 

～機関投資家を2℃目標に向かわせるための運動～ 

  2016年：仏環境省と共に国際賞を創設 

     the International Award on  

         Investor climate-related Disclosure 

 

  初回は、AXA Groupが受賞： 

    material “carbon risk”を追求 
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            進化する経営思想 
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Best performing CEOs in the world 

 Harvard Business School  Review 2015 

 

  1. L.R. Sorensen (Novo Nordisk) 

  2. J. Chambers (Cisco systems) 

  10. 御手洗（キャノン） 

  

  前年一位のJ. Bezos（Amazon）は87位に転落 

 

  ～背景：今回からESGを評価項目に追加～ 
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３つのボトムライン 
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           広がるグリーン金融 
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主流化するESG投資 

ー国連責任投資原則（UNPRI、2006年4月） 

  第一条： 

   我々機関投資家は、投資の分析や決定のプロセスに、 

    環境（E）、社会的責任（S）、ガバナンス（G）を統合する。 

 

  Global Sustainable Investment Review 2014 

    ＄21.4兆㌦（13.3）、30.2％（21.5） （２０１２） 

 日本のサステナブル投資残高（JSIF調べ） 

      2016年10月、57兆円 
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バーゼルⅢへの風当たり 
ー自己資本規制に関わるバーゼル合意（BIS規制） 
 
 UNEPFI ＋ ケンブリッジ大学（CISL)の共同研究 
 
 ＜システミックな環境リスクが銀行規制の盲点になっている＞ 
 
  ・環境リスクは、銀行と銀行業の安定にとってシステミックリスクだ 
  ・しかも、人間活動が地球の限界を超えるにつれ、その傾向が 
   強まっている 
  ・にも拘らず、現行のバーゼル合意は、それを反映していない 
  ・バーゼル委員会は、このリスクを明確にも認識すべきだ 
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気候関連の金融情報開示：TCFD 

Fiancial Stability Board議長：カーニー英中銀総裁 

 TCFD座長：M・Bloomberg（Ｓｈａｐｉｒｏ女史が支援） 

 

  16年3月：7つの原則 

    ・適切さ、具体的で完全、明確で分かり易い 

    ・一貫性、比較可能性、信頼性と客観性 

    ・適時性 

 

  16年12月：60日間のpublic consultationに 
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Financialから、 Sustainabilityへ 

ー米国の上場企業などが守るべき原則 

 Financial Accounting Standards Board 

       (FASB、米財務会計基準審議会) 

              

 

 Sustainability Accounting Standards Board 

    （SASB、米サステナビリテイ会計基準審議会） 

 

  （注）ここでも、Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇ ＋ Ｓｈａｐｉｒｏのコンビ） 
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              国家戦略 
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世界初の気候変動法 

英国：Climate Change Aｃｔ（２００８年） 

     ２０５０年までに、１９９０年比▲８０%削減 

     Carbon budgetの導入 

 

２０１５年１１月： 

    ２０２５年までに、国内のすべての石炭火力発電所を 

     閉鎖する（CCS付きは除外） 

 

洋上風力で家庭部門を全部賄う計画 
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戦後最大の社会改革 

独：エネルギーヴェンデ（転換） 

 

2000年：再生可能エネルギー法（EEG） 

 

２０１７年：改正でFITから入札制度へ 

 目標：40～45%／25年、５５～６０%／３５年、少なくとも８０%／５０年 

 

  ２０１５年：３１．６%を達成。２０１６年５月８日（日）一時的ながら８８% 
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火力発電所をスピンアウト 

 E.ON（No.１、エーオン）   

   ２０１６年１月、伝統的な火力、原発部門を社外へ 

   Uniper社（火力部門）上場（同年9月） 

 RWE（No.2、エル・ヴェー・エー） 

   RE、送電、小売部門を社外へ 

   Innogy社の上場（2016年10月） 

      （時価総額€２００億、RWEの2.5倍） 

 SWM（シュタット・ヴェルケ・ミュンヘン） 

   2025年までに、石炭全廃、RE100% へ 
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仏のエネルギー移行法 

２０１５年7月制定 

  2030年／RE40%を目指すため、機関投資家 

  等に、ESG統合、気候変動リスクの開示の義務化など 

 

2016年2月：食品廃棄禁止法成立 

  400㎡以上の大型スーパーが対象 

  生活困窮者への寄付を義務付け 
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中国：政策主導で変貌 

中国：第13次五か年計画（16～20年） 

＜低炭素国家への転換＞ 

 

 パリ協定への目標： 

  ・2030年までに、GDP単位当たりのCO2排出を 

   ２００５年から60～65%削減する 

  ・2030年までに速やかにピークアウト 

   

       ～静かな産業革命～ 
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グリーン金融システムの構築 

2016.9.2 ガイドライン発表、NDRC,人民銀行等 

 

 「中国はその発展モデルの経済構造の是正と転換にとって 

 極めて重要な局面を迎えている。グリーン産業と持続可能な 

 発展を支援するグリーン金融への需要は着実に増えている」 

 

  ・グリーン開発ファンドの創設  

  ・炭素市場の整備  ・規制の強化 

  ・国際協力の促進、全部で36か条 

2017年2月９日 パリ協定と脱炭素経済 40 



米国：温暖化政策に関わるSHｓ 

＜米国のステークホルダー＞ 

    ・三権：連邦議会／大統領／連邦最高裁 

    ・50州とその他の地方自治体 

    ・経済界 

    ・メデイァ 

    ・アカデミズム／学者 

    ・NGOとその背景にいる国民 

 

      
2017年1月18日 パリ協定が変えるビジネスの在り方 41 



ドル箱の再生エネ逃すな 

ー朝日「私の視点」、カメン・カリフォルニア大教授 

               （再生可能・適正エネ研究所長） 
 ＜雇用創出効果＞ 

   省エネ／再生エネが２～5倍 ＞化石燃料 

    RE投資：イノヴェーション、企業、人への投資 

    化石燃料：採掘と精製のみ 

 ＜コスト低下＞ 

   この6年で、太陽光は▲70%、風力は▲50% 

   再生エネの経済性に疑いの余地はない 

 ＜パリ協定＞ 

   経済成長と政治的安定の柱の一つになりえる 

   脱退＝経済性とリーダーシップの機会に背を向ける 
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          脱炭素経済への助走 
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経済モデルの転換を求めた 

 ーOECD, 2011年5月 

 

 「従来の政策」に立ち戻るのは、賢明ではなく、 

 究極的には持続不可能であろう。 

 

 グリーン成長とは、自然資産が今後も、、、資源と 

 環境サービスを提供し続けるようにしつつ、 

 経済成長および会派鵜を促進していくことである。 
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「CO2本位制」に備えよ 

     日経「経済教室」（２００７．２．２８） 
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「化石燃料バブル」崩壊も 

       日経「経済教室」２０１６・５・２７ 
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Sustainable Development Goals 

2017年2月９日 パリ協定と脱炭素経済 48 



経済の物差しの転換 

＜炭素経済から脱炭素経済へ＞ 

    ・greedから、 needへ 

 

    ・成長追求から、幸福追求へ 

 

    ・短期主義から、長期主義へ 

 

     ・exclusiveから、inclusiveへ 
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   Global Risk Report 2017 
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Global Risk Report 2017-1 

ー2017年1月、世界経済フォーラム 

 

１．最も可能性のあるリスク   ２．起きた場合の影響の大きさ 

   ①極端な気象現象         ①大量破壊兵器 

   ②大規模な難民           ②極端な気候現象 

   ③大規模な自然災害        ③水危機 

   ④大規模なテロ攻撃        ④大規模な自然災害 

   ⑤大量データの虚偽と盗難    ⑤気候変動の緩和と 

                          適応の失敗 
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Global Risk Report 2017 -2 

ー2017年1月、世界経済フォーラム 

 

 ＜次の10年間に最も影響を及ぼすトレンド＞ 

    ①拡大する所得と貧富の格差 

    ②気候変動 

    ③拡大する社会の分断 

    ④高まるサイバーへの依存 

    ⑤高齢化 
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記録更新が続く 

 2017年1月18日 

 

    米海洋大気局（NOAA）発表 

 

      2016年： 

        観測史上、最も暑かった（14.8℃） 

        3年連続で記録更新も史上初 
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おわりに 

 

 “Treat the Earth well, 

 

 We do not inherit the Earth from our 

  ancestors:  

 

 We borrow it from your children” 

 

          ～Native American~ 
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